
白石市特殊詐欺電話撃退装置等購入費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内における特殊詐欺被害の未然防止を目的として、

特殊詐欺電話撃退装置等を購入した者に対し、予算の範囲内において、白

石市特殊詐欺電話撃退装置等購入費補助金（以下「補助金」という。）を

交付することについて、白石市補助金等交付規則（平成１７年白石市規則

第３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定め

るものとする 。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。 

(１) 特殊詐欺 被害者に電話やその他の手段を用いて対面することなく

信頼させ、指定した預貯金口座への振込みその他の方法により、不特定

多数の者から現金等（キャッシュカードを含む。）をだまし取る詐欺を

いう。 

(２) 特殊詐欺電話撃退装置等 次の事項のいずれかに該当するものとす

る。 

ア 電話の着信時、呼び出し音が鳴る前に通話内容を録音する旨の警告

メッセージを流した後、通話内容を自動で録音する機能を有する新品

の固定電話機又はファクシミリ機能付き電話機 

イ 固定電話機又はファクシミリ機能付き電話機に接続する機器であっ

て、上記アに掲げる機能を有するもの 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれにも該当するも

のとする 。 

(１) 本市に住所を有し、かつ、居住している者 

(２) 補助金の申請時において、満６５歳以上の者又はその者の属する世

帯の世帯員であること。 

(３) 特殊詐欺撃電話退装置等を購入し、居住地において当該特殊詐欺電

話撃退装置等を設置し利用すること 。 



(４) 世帯全員が、市税（白石市行政サービス制限実施要綱（平成２４年

白石市告示第３４号）第２条第１号に規定するもの）を滞納していな

いこと 。 

(５) 世帯全員が、白石市暴力団排除条例（平成２４年白石市条例第２６

号）に規定する暴力団員でない者又は暴力団員と密接な関係を有してい

ないこと。 

(６) 世帯全員が、この要綱に基づく補助金並びに国、県、他市区町村及

び関係機関から本補助金と同種の補助金等の交付を受けていないこと。 

（実施期間） 

第４条 この要綱の実施期間は、令和１０年３月３１日までとする。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は

、令和７年４月１日以後に購入した新品の特殊詐欺電話撃退装置等の購入

費（消費税及び地方消費税を含む。）とする。ただし、特殊詐欺電話撃退

装置等の設置費用及び付属品の追加購入費は補助の対象外とする。 

２ 補助対象経費となる特殊詐欺電話撃退装置等は、１世帯につき１台限り

とする。 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に、２分の１を乗じて得た額（１００

円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とし、５，０００円

を上限とする。 

２ 補助金の交付は、１世帯につき１回限りとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

特殊詐電話撃退装置等を購入した年度内中に、白石市特殊詐欺電話撃退装

置等購入費補助金交付申請書兼請求書（様式第１号。以下「申請書」とい

う。）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 補助対象となる特殊詐欺電話撃退装置等の購入に係る領収書 (購入

申請者の氏名、購入品目、購入金額、事業者名及び日付の記載があるも

の。) の写し 



(２) 購入した特殊詐欺電話撃退装置等の機能が記載されている取扱説明

書等の写し 

(３) 申請者の氏名、住所及び生年月日が確認できる公的書類の写し 

(４) 補助金の振込先口座が確認できる通帳の写し又はキャッシュカード

の写し 

(５) 特殊詐欺電話撃退装置等の設置完了が確認できる写真 

(６) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の申請書は、規則第１５条の規定に基づく実績報告書及び規則第１

８条の規定に基づく請求書を兼ねるものとする。 

（補助金の交付の決定及び額の決定） 

第８条 市長は、前条による申請書を受理したときは、その内容を審査し、

適当と認めたときは、白石市特殊詐欺電話撃退装置等購入費補助金交付決

定及び額の確定通知書（様式第２号。以下「交付決定等通知書」という。

）により、不適当と認めたときは、白石市特殊詐欺電話撃退装置等購入費

補助金不交付決定通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第９条 市長は、前条の規定により、交付決定等通知書を通知したときは、

申請者が指定した口座へ補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し等） 

第１０条 市長は、補助金の交付を受けた者（以下「交付決定者」という。

）が、この要綱の規定に違反して虚偽、その他不正な手段により補助金の

交付を受けたことが判明したときは、補助金の交付決定を取り消し、又は

交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

（財産の処分の制限） 

第１１条 交付決定者は、補助金対象となる特殊詐欺電話撃退装置等を補助

金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供

してはならない。ただし、交付決定者が補助対象の特殊詐欺電話撃退装置

等を購入した日から起算して５年を経過した場合はこの限りでない。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める



。 

附則 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第７条関係）  

   年   月   日 

（宛先）白石市長     

申請者 住  所                   

氏
フリ

  名
ガナ

                   

生年月日   年  月  日（満  歳） 

 

白石市特殊詐欺電話撃退装置等購入費補助金交付申請書兼請求書 

 

 白石市特殊詐欺電話撃退装置等購入費補助金の交付を受けたいので、白石市特殊詐欺電話撃退

装置等購入費補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて、下記のとおり申請(請求)し

ます。なお、本申請の審査に当たり、私及び世帯員の市税等の納付状況等について調査することに

同意します。 

購 入 日    年   月   日 

メーカー・品名又は型番  

特殊詐欺電話撃退装置等の電

話番号 

（     ） 

※審査のため、市から電話をかけることがあります。 

購入金額（税込）※Ａ 金            円 

交付申請額（請求額） 

※Ａ×1/2の額（100円未満

の端数切り捨て）とし、

5,000円を上限とする。 

金            円 

世帯の満65歳以上の者 

※65歳以上の者が申請者と同

一人物の場合は記入不要 

氏
フリ

 名
ガナ

   

生年月日    年    月    日（満   歳） 

振
込
先 

金融機関名  支店名等  

預金種別 普通 ・ 当座 口座番号  

フリガナ  

口座名義  

（表面）  



添付書類 

（１）補助対象となる特殊詐欺電話撃退装置等の購入に係る領収書

(申請者の氏名、購入品目、購入金額、事業者名及び日付の記載

があるもの。) の写し 

（２）購入した特殊詐欺電話撃退装置等の機能が記載されている取扱

説明書等の写し 

（３）申請者の氏名、住所及び生年月日が確認できる公的書類の写し 

（４）補助金の振込先口座が確認できる通帳の写し又はキャッシュカ

ードの写し 

（５）特殊詐欺電話撃退装置等の設置完了が確認できる写真 

（６）その他市長が必要と認める書類 

該当箇所

全てに☑

を入れて

ください 

□  市税等の滞納はありません。 

□  本申請の審査に当たり、申請者及び同一世帯員の市税等の納付状

況について調査することに同意します。 

□  申請者及び同一世帯員全員が、白石市暴力団排除条例（平成２４

年白石市条例第２６号）に規定する暴力団又は暴力団員等ではあ

りません。 

□  申請者及び同一世帯員全員が、過去にこの要綱に基づく補助金の

交付を受けたことはありません。 

□  特殊詐欺電話撃退装置等は、令和７年４月１日以後に新品で購入

し、申請者の住所地で使用しています。 

□  特殊詐欺電話撃退装置等の購入後５年以内又は市長が特別な事由

があると認める場合を除き、補助対象となる装置等を補助金交付

の目的に反して譲渡、交換、売り払い、貸し付け、又は担保に供

しません。 

□  市が特殊詐欺電話撃退装置等の設置状況などを確認する場合は、

現地調査等（申請者宅への訪問など）に協力します。 

 

 

 

 

 

（裏面） 



様式第２号（第８条関係）  

 

白石市指令第      号 

   年   月   日 

    様  

 

白石市長             

  

 

白石市特殊詐欺電話撃退装置等購入費補助金交付決定及び額の確定通知書 

 

 

    年  月  日付けで交付申請のあった白石市特殊詐欺電話撃退装置等

購入費補助金について、白石市特殊詐欺電話撃退装置等購入費補助金交付要綱第

８条の規定に基づき、次のとおり交付決定をしたので通知します。 

 

    １ 補助金名  白石市特殊詐欺電話撃退装置等購入費補助金 

    ２ 補助金交付決定額             円 

    ３ 補助金の確定額              円 



様式第３号（第８条関係）  

 

白石市指令第      号 

   年   月   日 

    様  

 

白石市長             

  

 

白石市特殊詐欺電話撃退装置等購入費補助金不交付決定通知書 

 

 

    年  月  日付けで交付申請のあった白石市特殊詐欺電話撃退装置等

購入費補助金について、白石市特殊詐欺電話撃退装置等購入費補助金交付要綱第

８条の規定に基づき、次のとおり不交付としましたので通知します。 

 

     １ 補助金名    白石市特殊詐欺電話撃退装置等購入費補助金 

     ２ 不交付の理由              

 

 

 

 


